
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

当社および関係会社の業務の適正を確保する体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京瓦斯株式会社 

 
 

 

 



 

- 

の健全性・透明性を確保し、経営理念を実現させるため、以下の内部統制に関する体制

を整備する。 

（１） アンス体制の基盤として、「企業行動理念」および「私

（２）「

ための審議・調整

（３） 機能と監督機能を強化す

（４） る諮問機関として、社外取締

（５） き、「当社および関係会社における内部統制システムの整備

（６） は、取締役会が決定した基本方針に基づき、内部統制システムを整備す

（７）「 該規則に基づき、財務

（８）「

の「有価証券上場規程」で上場会社に

（９） に重大な影響を及ぼす事項を発見した場合には、遅滞なく

（10） 行に対し、監査役が監査役会の定めた「監査役監査基準」に基づき監査する体制

を確保する。 

（１）

保存媒体に応じて、適切かつ確実に保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な

状態を維持する。 

（１）

ては、社長執

（２）

権限規則」において、それぞれの責任者、およびその責任、執行手続の詳細について定め

（４）

標を設定し、実績を管理すること

により、効率的かつ効果的な取締役の職務執行を確保する。 

（１）

関係会社の業務執

（２）

役会に付議する。デリバティブ取引については、「市場

（３） には、「非常事態対策関係諸

当社は、経営

 

１・取締役の職務執行が法令・定款等に適合することを確保するための体制 
当社および関係会社におけるコンプライ

たちの行動基準」を定め、遵守する。 

法令」、「経営理念」、「企業行動理念」および「私たちの行動基準」等の遵守を図るため、当社

および関係会社におけるコンプライアンス体制の適切な整備・運用を推進する

機関として、「経営倫理委員会規則」に基づき経営倫理委員会を設置する。 

経営の監督機能と執行機能の分離を明確にし、取締役会の経営意思決定

るため、適切な数の社外取締役を選任すると共に、執行役員を置く。 

経営の客観性・透明性を確保するため、役員報酬等について審議す

役、社外監査役、当社取締役で構成する諮問委員会を設置する。 

取締役会は、「取締役会規則」に基づ

に関する基本方針」を決定する。 

業務執行にあたる取締役

る役割と責任を負う。 

財務報告に係る内部統制の整備、運用、評価に関する規則」を定め、当

報告に係る内部統制の有効性を評価し、財務報告の信頼性を確保する。 

インサイダー取引防止および適時開示規則」を定め、当該規則に基づき、当社および関係会社

におけるインサイダー取引を防止すると共に、証券取引所

要請されている情報開示の適正性・迅速性を確保する。 

取締役は、当社および関係会社の経営

取締役会および監査役に報告する。 

取締役の職務執

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

取締役の職務の執行に係る情報については、「文書取扱規則」および「情報セキュリティ管理規

則」に基づき、その

 

３．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は、法令、定款ならびに「取締役会規則」が定める取締役会付議事項を決議する。また、

同規則に基づき、取締役会を原則として月１回開催するほか、必要に応じて適宜開催する。なお、

取締役会付議事項中、事前審議を要する事項、その他経営に係わる重要事項につい

行役員、副社長執行役員、常務執行役員で構成する経営会議において審議する。 

取締役会の決定に基づく業務執行については、「職制規則」、「ミッションステートメント規則」、

「職責

る。 

（３）代表取締役は、「取締役会規則」の定めに従い、業務執行の状況を取締役会に報告する。 

取締役会は、中長期経営戦略等の策定、それに基づく主要経営目標の設定、および進捗について

の定期的な検証を行うと共に、年度毎の部門別・関係会社別目

 

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

取締役会は、当社および関係会社のリスク管理を推進するために「リスク管理規則」を定めると

共に、リスク管理委員会およびリスク管理部門を設置する。また、当社および

行に係る重要リスクとして「グループ重要リスク」を特定し、毎年見直す。 

投資、出資、融資および債務保証に関する案件に対しては、採算性およびリスク評価を行い、そ

の結果を踏まえて経営会議もしくは取締

リスク管理規則」に基づき実施する。 

非常災害、製造供給支障、非常事態等の不測の事態が発生した場合

規則」に従い所定の体制を整備し、迅速かつ適切な対応を図る。 

１ - 



 

- ２ - 

（４） 伴うリスクを自ら把握すると共に、対応策を自ら策定・実施しリ

スクを管理する体制とする。 

（１）

係会社全体の相談窓口として、「東京ガスグループコンプラ

（２） 門を設置し、独占禁止法の遵守、業法および供給約款等の遵守徹底等を図る体制

（３） 役がこれを監査し、問題がある

（４）

テムならびにリスク管理等に係る諸状況を監査し、結果

を経営会議および監査役に報告する。 

（１）

び関係会社監査役は、

（２）「

係会社の管理を行う体制とする。また、関係会社の事業運営に関

（３）

（４） アンスに関わる重要な事項を発

（５）

（６）

、監査結果を経営会議、監査役、当該関係会社の取締役および監査役に報告する体制とす

る。 

７． の職務を補助すべき使用人に関する事項、および当該使用人の取締役からの独立性に関する

（２） 査役室長およ

びその他の使用人の人事関連事項の決定については、監査役の同意を得て行う。 

８． 他の監査役への報告に関する体制、および

（１） 要な事項に関して随時、取締役および使用人に対して報告を

（２）

の観点から意見を述べること、および重要情報に関する情報を入手できること、

（３） 関係会社監査役および監査部と連携することにより、監査の実効性を確

保できる体制とする。 

以 上 

 

 

 

部門、関係会社が、業務遂行に

 

５．使用人の職務執行が法令・定款・その他のルールに適合することを確保するための体制 

当社および関係会社におけるコンプライアンス体制の適切な整備・運用の推進を支援するために

コンプライアンス部を設置する。また、法令・定款違反その他コンプライアンスに関する疑義の

ある行為等についての当社および関

イアンス相談窓口」を設置する。 

総務部に法務部

を充実する。 

当社のコンプライアンス体制の整備・運用状況については、監査

と認めるときは、その改善を求めることができる体制とする。 

執行部門から独立した監査部を設置し、「内部監査規則」に従い当社および関係会社における会

計、業務、コンプライアンス、情報シス

 

６．関係会社を含む企業集団における業務の適正を確保するための体制 

関係会社に対し、「企業行動理念」および「私たちの行動基準」等の遵守、および業務の適正を

確保するために必要な諸規則の制定を求める。また、関係会社取締役およ

業務の適正を確保するために善良なる管理者としての注意義務を負う。 

関係会社管理規則」を定め、取締役が関係会社の株主権行使に関する事項等重要事項について

の承認、報告受領等を通して関

する権限の一部を留保する。 

関係会社が、当社の管理その他の点で、法令・定款違反その他コンプライアンス上問題があると

認めた場合には、コンプライアンス部等当社の適切な部門へ報告する体制とする。また、上記問

題に対し、関係会社取締役および関係会社監査役は善良なる管理者としての注意義務を負う。 

取締役が、関係会社において、法令・定款違反その他コンプライ

見した場合には、遅滞なく経営会議および監査役に報告する。 

監査役が、関係会社監査役および監査部と密接な連携を保ち、効率的かつ有効な関係会社監査を

実施できる体制とする。監査の結果、当社および関係会社全体の業務の適正性を確保する上で問

題があると認めるときは、監査役が取締役に対してその改善を求めることができる体制とする。 

監査部が、監査役および関係会社監査役と密接な連携を保ち、効率的かつ有効な関係会社監査を

実施し

 

監査役

事項 

（１）監査役を補佐するため、業務執行から独立し、専任者からなる監査役室を設置する。 

監査役室長の選任・解任は、監査役の同意を得て、取締役会で決議する。また、監

 

取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その

監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制 

監査役が、監査役の職務の執行に必

求めることができる体制とする。 

監査役が、随時、取締役と意見交換の機会を持つこと、重要な会議へ出席し必要があると認める

ときに適法性等

を保証する。 

監査役が、会計監査人、


